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産技センター・ＫＡＳＴ

統合、独法化について考える
県の支出が増加、中小企業が求める研究の質を維持できるかなどの課題にどう対応？

より質の高い中小企業支援のサービスを提供するために、両組織は今後どうあるべきか？
産業技術センター（以下、「産技センター」と省略）は、県緊急財政対策の中で「地方独立行政法人への移行や一部業務の移譲を検討」とされ、その検討のため設置された「産技センターあり方有識者会議」は2013年9月に、産技センターの独立行政法人化（以下、「独法化」と省略）と公益財団法人神奈川科学技術アカデミー（以下、「ＫＡＳＴ」）との統合を提言しました。
この提言を受けて、行政内部の「産技センターあり方検討会議」で、独法化に向けて今後の対応を検討してきました。

これまでの間、さまざまな労使交渉の場面において、「中小企業支援政策の後退となる独法化には反対する」ことを当局に主張し続けてきましたが、2015年4月、「県内企業のイノベーション創出に貢献する新たな支援機関の将来構想」に基づいて、県は産技センターとＫＡＳＴとの統合・独法化を進めていく方針を決めました。

しかし、自治労県職労が独自に調査を行ったところ、すでに独法化された先行県では、次のような問題が生じていることが明らかになりました。

先行県から報告された主な問題点

○法人移行時のイニシャルコスト（新たな企業会計システムの開発や資産、不動産鑑定評価にかかる経費等）や移行後のランニングコスト（企業会計システムの運用・保守、役員報酬等）など必要な経費が発生する。
○理事長をはじめ役員や公認会計士などの人件費が新たに発生する。
○短期間で実用化・製品化を目指した研究テーマが重要視されるようになり、長期的な観点での基礎的研究は軽視され、研究予算もほとんどつかない。
○利用者に対する貢献よりも、外部評価委員から高い評価を得るために、利用実績などの数値目標を達成することが重要視されるため、四半期ごとに短期で成果の上がる業務を重点的に行うようになった。
○外部評価委員による評価結果、研究所の利用実績などが予算に大きく影響を受けるため、従来よりも多くの資料を用意しなければならず、現場の研究員と管理職の業務量が増加した。

○利用実績に関しては数値目標の策定、達成度合いの確認などの業務が発生した。

このように、独法化によって、中小企業が求める安定的な支援よりも目先の成果が求められる、県の支出総額は増加する、研究・支援業務に関わりのない内部管理事務が増大するといった問題点を、当局はどのように解決していくつもりなのでしょうか。

シンポジウムを開催します！

独法化すれば県の支出は増加し、また、間接業務が増加し、中小企業が中長期的に求める研究の質の低下が想定されます。それは、サービスを受ける中小企業、そこで働く職員、県財政にとってマイナスの効果にしかなりません。

中小企業が発展し、地域経済を活性化させるための中小企業支援政策は大変重要です。神奈川の中小企業支援について、どのようにすればより質の高いサービスが提供できるのかを慎重に考える必要があります。
そこで、大阪府と東京都の組合役員から先行県の独法化に関する組織・業務の状況や課題について報告をしていただき、より質の高い中小企業支援のサービスを提供していくために、産技センターとＫＡＳＴの今後のあり方について、参加者の皆さんと一緒に考えるシンポジウムを開催します。是非、ご参加ください。

2016年度基本要求職場討議案③
Ⅳ　仕事を進める条件の整備について

５　福利厚生等について

（１）庁舎建設・再編にあたっては、組合と協議し、法定の休養室はもとより、職員が気分転換できる場や食堂、売店等を確保すること。

（２）福利厚生事業の実施にあたっては、効果的な活用が行われているかを検証し、職員の健康増進やライフステージなどを考慮して充実を図ること。

（３）健康診断については、実施場所や時間帯について職員の要望に配慮すること。

Ⅴ　雇用と年金の接続について 

１　60歳以降の雇用のあり方について

（１）年金不支給期間については、定年延長を基本として検討すること。

（２）60歳以降については、職種や身体の状況等により、短時間勤務を選択できる制度を導入するよう検討すること。

２　再任用制度について

（１）年金不支給期間の段階的拡大を踏まえ、再任用制度の見直しや、定年延長を検討する場合、生活が成り立つ賃金となるよう検討すること。

（２）諸手当について、晩婚化、少子化を踏まえて、扶養手当、住居手当等の諸手当を支給するよう検討すること。

（３）一時金の支給月数について、現役と同様の支給月数とするよう検討すること。

（４）休暇制度について、現役と同様とするよう検討すること。

（５）共済制度について、短時間勤務者についても、共済加入が可能となるよう制度整備を検討すること。

Ⅵ　公正労働基準の確立について 

１　臨時的任用職員・非常勤職員・再任用職員

（１）行政補助員制度を抜本的に見直すこと。

（２）臨時的任用職員、非常勤職員について、一方的な雇い止めを行わないこと。

（３）臨時的任用職員について、次の雇用までの間の空白期間を無くすこと。

（４）均等待遇の原則により、臨時的任用職員、非常勤職員の給与・報酬を抜本的に改善すること。

（５）臨時的任用職員の勤務した月の社会保険料を事業主である県が負担できるよう、任用期間等を改善すること。

（６）均等待遇の原則により、休暇・職免制度を常勤職員と同様に改善すること。特に臨時的任用職員、非常勤職員の療養休暇の有給化を早期に行うこと。

（７）無給休暇であることを理由に、権利である療養休暇を取得することによって、加給が削減される現状を改善すること。

（８）非常勤職員に時間外勤務が生じた場合は、時間外勤務手当相当額を支給すること。

（９）通勤にかかる実額を支給すること。

（10）常勤職員と同様に指定年齢健康診断等を実施すること。

（11）臨時的任用職員、非常勤職員、再任用職員を新たに任用する場合は、賃金・労働条件等をきちんと説明すること。

２　自治体最低賃金および公契約条例の制定

（１）公共サービス基本法の制定を受け、その趣旨を活かすため、公契約条例を早期に制定すること。

（２）「安さ」のみを追求する競争入札から、公共サービスの質の向上や自治体政策実現に資する入札制度に改革するため、公正労働、雇用継続、障害者雇用、男女平等参画、環境への配慮、行政施策への協力実績等を踏まえた総合評価とすること。

（３）自治体業務を代行・受託する法人・企業に関して、自治体の公的責任を確保するために、入札の資格要件や委託契約の義務要件として、労働基準法、労働組合法、労働安全衛生法、パート労働法、男女雇用機会均等法、育児介護休業法、雇用保険法、社会保険法、労働者派遣法など労働法(指針を含む)を遵守する旨の公正労働のための条項と、環境・人権・男女平等など社会貢献指標を設けること。

（４）いわゆる「競り下げ」方式の入札は行わないこと。

Ⅶ　ノーマライゼーションの推進について 

障害者権利条約が批准されたこと、2016年度には「障害者差別解消法」が施行されることを踏まえて、早急に人事・給与制度や職場環境の改善を行うこと。

１　人事・給与制度等の改善について

（１）加齢による障害の重度化、二次障害に対応した、職、人事異動、通勤等、人事制度の確立に向けて、労使協議を行うこと。

（２）障害のある職員の60歳台の働き方について、労使で協議すること。

（３）高速道路料金の全額支給を含めて、実態に見合った通勤手当を支給すること。

（４）高齢者部分休業について障害を持つ職員の年齢引下げ等の緩和措置を行うこと。

（５）障害を持つ職員の人材育成、人事政策を確立すること。また、電話交換職等の現業職を含め、本人の意向を尊重した異動の機会を保障すること。

（６）人事異動にあたっては、障害による通勤等の困難性を踏まえ、早期に内示等を行うこと。

（７）組織再編・統合等に伴い異動させる必要がある場合には、事業主都合であることから、職員の意向や事情をより的確に把握し、安全に通勤できるよう配慮するなど、できるだけ本人の希望に沿った調整をすること。

２　職場環境の整備について

（１）職場環境の整備・改善、使用機器の整備・更新に当たっては、障害を持つ当事者の意見を充分把握し、反映させること。

（２）視覚障害者が利用可能となるよう、人事給与システム、意向申告書様式、自己観察記録様式を早急に改善すること。特に、現在抜本的見直しを行っている人事給与システムについては、新システム稼動時には「情報バリア」を解消すること。

（３）今後、システムの導入・改善にあたっては、「情報バリアフリーガイドライン」に基づき行うよう徹底し、必要なバックアップ体制等の整備に努めること。

（４）視覚障害を持つ職員に人事評価結果を開示するにあたっては、本人自らが確認できるよう点訳した書面を手交すること。

（５）視覚障害者のワークアシスタントについて、業務に支障が出ないような雇用形態及び条件とすること。

（６）電話交換業務を廃止又は委託することなく、視覚障害を持つ電話交換職員の職場を確保すること。

（７）職員への大きな負担となっていることを踏まえ、視覚障害を持つ電話交換職員の職場への派遣職員の配置を止め、直営化すること。

（８）車椅子利用の職員が移動できるよう十分な執務スペースを確保すること。

（９）本庁舎駐車場の舗装を整備し、入口に車椅子用スロープや手すり等を設置すること。

（10）災害時等に安全に避難できるよう、借り上げ庁舎を含めてすべての庁舎において階段の両側に手すりを設置するとともに、障害者が不安を感じないような避難方法を確保すること。

３　障害者をめぐる社会環境の整備について

（１）知的障害者の直接雇用も含めて障害者の雇用を拡大するとともに、県庁職場におけるノーマライゼーションの実現にむけ、労使協議に基づく諸施策を積極的に推進すること。

（２）採用後、障害者が職務遂行できるように一定のサポートを行うことは事業主の責務となることから、県職員採用選考における受験資格の「自力による通勤及び職務遂行が可能な人」という規定を撤廃すること。

＜以上＞

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































